
代表者 所属組織 役職 氏 名

CMO 所属組織 役職 氏 名

CFO 所属組織 役職 氏 名

所属組織 役職 氏 名

TEL E-mail

自己点検
結果

【選択】

Ⅰ
満たして

いる

Ⅱ
満たして

いる

Ⅰ
満たして

いる

Ⅱ
満たして

いる

Ⅲ
満たして

いる

Ⅳ
満たして

いる

Ⅴ
満たして

いる

Ⅵ
満たして

いる

Ⅰ
満たして

いる

Ⅱ
満たして

いる

Ⅲ
満たして

いる

Ⅳ
満たして

いる

Ⅴ
満たして

いる

Ⅰ
満たして

いる

Ⅱ
満たして

いる

Ⅲ
満たして

いる

Ⅳ
満たして

いる

Ⅰ
満たして

いる

Ⅱ
満たして

いる

※　黄色枠部分についてご記入ください。

※　提出時期は、【毎事業年度の終了後４か月以内】となりますのでご注意ください。

観光地域づくり法人（DMO）事業報告書

ＣＦＯ・駅長 金子 由紀

記入日

令和6年4月1日～令和7年6月30日記入対象期間

令和7年7月30日

記入者
（担当者）
連絡先

（株）田原観光情報サービスセン
ター

0531-23-2525

（株）田原観光情報サービスセン
ター

DMO名称 株式会社田原観光情報サービスセンター

DMO登録区分 登録DMO

１．基本情報

金子 由紀

候補DMO 登録日 令和3年11月4日 令和5年9月26日登録DMO 登録日

代表取締役 長神　隆士

（株）田原観光情報サービスセン
ター

上記〔２〕Ⅰ～Ⅲを踏まえた適切な項目及び目標数値のＫＰＩが設定されている
（延べ宿泊者数、旅行消費額、来訪者満足度、リピーター率の４項目は必須とし、地域の
実情に応じた適切な年次、目標数値、伸び率等が設定されている）

運営資金のうち、行政からの支出による財源（補助金等）が過半を占めている場合は、自
主財源の確保について関係自治体と共に具体的な検討が行われている

ＤＭＯの業績について対外的に説明責任を果たすため、最終的な責任者が明確化されて
いる

データ分析に基づいたマーケティングに関する責任者（ＣＭＯ：チーフ・マーケティング・オ
フィサー）が専従で最低一名存在している

上記〔３〕Ⅰとして、ＤＭＯにおいて自らの活動の意義・内容・成果、ＫＰＩの達成状況や観光
地域づくりの取組による地域経済・社会の変化の分析結果等を記載した資料を作成し、書
面により関係者に説明・共有している

〔４〕

〔５〕

安定的かつ多様な運営資金を確保する手段として、特定財源（宿泊税・入湯税等の地方
税、負担金）、自治体からの受託事業、収益事業、会費等が考えられるが、これらの財源
を確保できる見通しがある

ＤＭＯの持続可能な運営のため、運営収支や安定的な運営資金の確保に関する財務責
任者（ＣＦＯ：チーフ・フィナンシャル・オフィサー）を設置している

ＤＭＯが法人格を取得している

点検項目

〔２〕

戦略を踏まえ、観光資源の磨き上げや地域が観光客に提供するサービスの品質管理・向
上・評価が実施される仕組みや体制が構築されている

戦略の共有を行う際には、その戦略に照らして、地域の多様な関係者が参画し、ＤＭＯが
主導する合意形成の場において、地域における取組の不足や重複等の調整を定期的に
行っている

情報発信・プロモーションについては、戦略に基づいて、ＤＭＯ及び地域の多様な関係者
が協働し、一元的かつ効率的に行っている

ＰＤＣＡの実施に際して、上記〔２〕Ⅴの評価・分析に基づき、必要に応じて計画の見直しを
行っている

地域社会とのコミュニケーションを確保するために、地域住民を含めた関係者に対して、観
光地域づくりに関する意識啓発・参画促進のための取組を実施している
（広域連携ＤＭＯ及び単独都府県の地域連携ＤＭＯを除く）

少なくとも、延べ宿泊者数、旅行消費額、来訪者満足度、リピーター率について継続的に
データを全て収集している（また、ＷＥＢサイトのアクセス状況、住民満足度のデータを収
集していることが望ましい）

誘客マーケットに関するターゲット設定について、収集したデータの分析結果に基づいて
設定している

〔１〕

〔３〕

（左欄で満たしていないを選択した場合）
具体的に、どのような点において
満たしていないと認識しているか

ＣＭＯ・専務取締役 長神　利行

（株）田原観光情報サービスセン
ター

ＣＦＯ・駅長

２．ＤＭＯの登録要件に対する自己点検

合意形成の仕組みにおいて、ＤＭＯが中核的立場になっている（会議体を主導する等）

戦略の策定状況、ＫＰＩの達成状況、ＰＤＣＡの実施状況について毎年評価・分析した上で、
資料を作成し、書面により関係者と共有している

地域の多様な関係者で合意形成する仕組みを構築し、その仕組みの中に、
①地域が「売り」とする観光資源の関係者、②宿泊事業者、③交通事業者、④行政
が全て参画している

戦略において設定するコンセプトが、地域の強みや魅力を端的かつ分かりやすく表現して
いる

info@tahara-michinoeki.com

mailto:info@tahara-michinoeki.com
mailto:info@tahara-michinoeki.com
mailto:info@tahara-michinoeki.com
mailto:info@tahara-michinoeki.com
mailto:info@tahara-michinoeki.com
mailto:info@tahara-michinoeki.com
mailto:info@tahara-michinoeki.com
mailto:info@tahara-michinoeki.com
mailto:info@tahara-michinoeki.com


田原市旅館組合（愛知県ホテル旅館生活衛生同業組合　田原支部）

豊鉄観光バス㈱、豊橋鉄道（株）、伊勢湾フェリー（株）

上記合意形成の仕組みとなる会議体における構成員のうち、以下の①～④に該当する関係者の組織・団体名を全て挙げてください。
　　※会議体の最新版の構成員名簿を添付すること。
　　※関係者がいない場合には、その理由を明記すること。

　【関連する点検項目】
　〔１〕Ⅰ．合意形成の仕組みにおいて、ＤＭＯが中核的立場になっている（会議体を主導する等）

　【関連する点検項目】
　〔１〕Ⅱ．地域の多様な関係者で合意形成する仕組みを構築し、その仕組みの中に、①地域が「売り」とする観光資源の関係者、②宿泊事業者、③交通事
業者、④行政　が全て参画している

田原市（観光課・文化財課・農政課）

事業ごとにワーキンググループを結成：キックオフ・企画会議１回：途中経過の共有会議２回程度：事業終了時の共有会議を行っている。　参加者はDMO法人
幹部、関連団体、委託事業者でおおよそ5－6名程度で構成している。　　令和6年度は、合計17の事業及び４テーマで合計21のワーキンググループがあっ
た。

上記合意形成の仕組みとなる会議体以外の設置状況・開催実績について、ご記入ください。（例：分科会、ワーキンググループ、実務担当者会議　等）

合意形成の仕組みとして位置づけている
会議体の名称（例：理事会、協議会　等）

（株）田原観光情報サービスセンター：株主総会　役員会　/　　田原市文化遺産地域活性化実行委員会：総会　定
例会議　/　田原市農泊推進協議会：総会、定例会議

直近１年間における開催実績と参加人数
　※開催していない場合は、その理由と
今後の見通しを記載すること。

令和7年5月22日（木）（株）田原観光情報サービスセンター株主総会16名（株主・役員・幹部職員）　役員会：５回：延
べ２７名（幹部職員を含む）
令和7年5月23日（金）田原市文化遺産地域活性化実行委員会総会9名、田原市農泊推進協議会総会10名
令和7年7月2日（水）伊良湖港運営連絡協議会13名

　①地域が売りとする観光資源の関係者
（文化財、国立公園、農泊、アクティビ
ティー、農林水産業、商工業　等）

　②宿泊事業者（旅館、ホテル　等）

　③交通事業者
（鉄道、バス、タクシー　等）

　④行政

たはら巡り～な実行委員会、田原凧保存会、渥美陶友会、たはら祭り三町山車保存会、渥美どろんこ村、田原市商
工会、渥美商工会、愛知みなみ農魚協同組合、渥美漁業協同組合

上記合意形成の仕組みの概略
（例：DMOの役割、行政やその他構成員
の役割分担　等）

地域DMO法人内部の会議は、株主総会と定例役員会がある。株主は、商工会、農業協同組合、漁業協同組合で
あり、役員は各株主の幹部並びに幹部ＯBと元副市長など市の幹部ＯBで構成されている。　以上から、株式会社で
ありながら、地域の商工、農業、漁業並びに行政の意思を反映した組織であり、会議はその意見調整の場である。
これに加えて、田原市文化遺産地域活性化実行委員会では、文化財保護活用団体が３者、市の関係課が２課、文
化財関係者が2者参加して総会と定例会を開催している。さらに、田原市農泊推進協議会では、宿泊、交通、飲食
の関係者が参加した総会と定例会を開催している。　3組織とも、参加者は背景となる組織（商工会・農協・漁協・行
政・各文化財・宿泊業・飲食業・体験プログラムなど）の状況や意見を述べ、それを調整し、合計形成を図っている。

（１）DMOを中心として観光地域づくりを行うことについての多様な関係者との合意形成について

（記入上の留意点）
※　形成計画の記載内容に基づき、実際に取り組んだ実績や成果をご記載ください。
※　いつ取組を行ったのか、具体的な時期（実施日）を記載いただきますようお願いします。
※　途中段階の取組であっても、どこまで達成できたのか、いつ達成する見込みなのかをなるべく詳細にご記載ください。

３．具体的な取組状況



目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績

全体 17,884 19,637 19,261 26,053 24,783 26,815 28,339 29,949

インバウンド 196 260 268 283 299

全体 8,061 8300 8,141 8550 8133 8800 9,300

インバウンド 12,000 12000 12,000

全体 241 400 257 420 331 441 463

インバウンド 0.021 6 1.247 7 1.389 8 10

全体 99.2 100 89 100 94 100 100

インバウンド 70 75 80 85

全体 76.8 80 72.8 85 74 90 90

インバウンド

全体 50,000 120,000 132,000 129,643 145,200 155,634 159,720 170,000

インバウンド 6,600 7,260 7,988 10,000

69.5 70 75

1,500 1.155 1,500 1,391 1,700 1475 1700 1800

7,000 7.923 10,000 11,820 10,500 1,885 11000 12000

23,398 24,500 25,725 44,159 27000 29000

48 50 48 55 53 60 65

15 15 20 22 25 4 30 35

令和5年度よりは伸びているが、数値には届いていない。　インバウンドによる宿泊者数が明らかに遅れている。

③来訪者満足度
【％】

2024（R６）年度 2025（R７）年度 2026（R８）年度

住民満足度【％】

直近のＫＰＩ達成状況に対する分析 田原市が実施する市民意識調査は3年に一度実施となっており、Ｒ6年度は実施されていない。

たはら巡り～なプログラム数
【プログラム】

直近のＫＰＩ達成状況に対する分析 たはら巡り～なの事務局である田原市観光課と連携して、プログラム数を増やす講座（渥美半島おもてなしガイド養成講座）を運営している。　この活動により一層力を入れていく

メディア掲載数　【回】

直近のＫＰＩ達成状況に対する分析 指標としては、新聞・テレビ掲載を指標としているが、それ以外の露出として、SNS（3道の駅）やYoutubeに取り組んでいる。

（２）各種データ等の継続的な収集・分析、データ等に基づく明確なコンセプトに基づいた戦略（ブランディング）の策定、
　　　ＫＰＩの設定・ＰＤＣＡサイクルの確立

2027（R９）年度

　【関連する点検項目】
　〔２〕Ⅰ．少なくとも、延べ宿泊者数、旅行消費額、来訪者満足度、リピーター率について継続的にデータを全て収集している（また、ＷＥＢサイトのアクセス
状況、住民満足度のデータを収集していることが望ましい）
　〔２〕Ⅱ．戦略において設定するコンセプトが、地域の強みや魅力を端的かつ分かりやすく表現している
　〔２〕Ⅲ．誘客マーケットに関するターゲット設定について、収集したデータの分析結果に基づいて設定している
　〔２）Ⅳ．上記〔２〕Ⅰ～Ⅲを踏まえた適切な項目及び目標数値のＫＰＩが設定されている（延べ宿泊者数、旅行消費額、来訪者満足度、リピーター率の４項
目は必須とし、地域の実情に応じた適切な年次、目標数値、伸び率等が設定されている）

ＫＰＩの達成状況についてご記入ください。　※過去３年間、今後３年間分を記入すること。

項目
【単位】

2022（R４）年度 2023（R５）年度

データに基づく明確なコンセプトを持った戦略策定に至るまでのプロセスや、分析方法（内部・外部環境分析、SWOT分析、STP分析、マーケティング・ミックス
等）について、ご記入ください。
　※自治体が策定する観光振興計画が存在する場合は、当該計画と戦略との整合性が留意されているかも踏まえて記入すること。
　※ＤＭＯとして策定した戦略の内容が分かる資料が存在すれば、添付すること。

数値には届いていないが、満足度は向上、94％と高い数値となっている。

④リピーター率
【％】

直近のＫＰＩ達成状況に対する分析 数値には届いていないが、リピーター率は微増している。また、半数以上は4回目以上のヘビーリピーターとなっている。現時点で既に高い水準にあるため、目標値は据え置いた。

その他の目標

Webサイトの
アクセス状況

【回】

直近のＫＰＩ達成状況に対する分析 目標数値に到達。

直近のＫＰＩ達成状況に対する分析

必須ＫＰＩ

①－１　旅行消費額
（総額）

【百万円】

①－２　旅行消費額
（一人当たり単価）

【円】

直近のＫＰＩ達成状況に対する分析 旅行消費額アンケート調査結果によると、一人あたり単価。しかしながら、宿泊者数は回復傾向のため今回の数値となった。

②延べ宿泊者数
【千人泊】

直近のＫＰＩ達成状況に対する分析

旅行商品販売額【千円】

直近のＫＰＩ達成状況に対する分析 地域振興券等が終了したため、自社商品の販売は落ち込んだ。数値外となるが、協力旅行会社との連携により、名古屋圏からの送客に取り組んだ。

たはら巡り～な参加者数【人】

直近のＫＰＩ達成状況に対する分析 たはら巡り～なの事務局である田原市観光課と連携して、プログラム数を増やす講座（渥美半島おもてなしガイド養成講座）を運営している。　この活動により一層力を入れていく

レジ打ち数3つの道の駅【千
人】

直近のＫＰＩ達成状況に対する分析 KPI達成には届かないものの、年々増加している。



（株）田原観光情報サービスセンターでは、これまで十分なデータの分析や明確なコンセプトを持った戦略策定を行ってきていない。
そこで令和６年度に観光庁の「世界に誇る観光地を形成するためのDMO体制整備事業（安定的な財源の確保）」の採択を受け、「地域ＤＭＯ法人㈱田原観光
情報サービスセンターにおける安定的な財源確保のための計画」を策定。
安定的な財源確保のための計画を第一義としながらも、財源確保・開発のために実施する事業として5事業＊を明示。今後は、明確はこのコンセプトに沿い
ながら、必要なデータの取得・データ解析を優先的に実施する。
＊事業1 田原市の農業を未来につなぐプロジェクト、事業2 田原市を売る旅行業の展開、事業3 地域密着型コンサルタントの展開、事業4 地域通貨の普及啓
発事業、事業5 ハラル対応食の展開



取得状況

　【関連する点検項目】
　〔２〕Ⅴ．戦略の策定状況、ＫＰＩの達成状況、ＰＤＣＡの実施状況について毎年評価・分析した上で、資料を作成し、書面により関係者と共有している
　〔２〕Ⅵ．ＰＤＣＡの実施に際して、上記〔２〕Ⅴの評価・分析に基づき、必要に応じて計画の見直しを行っている

地域DMO法人としての取組の実績はないが、住民参加型ワークショップとして「観光❎LSBで地域を活性化したい人集まれ！」を開催。（R6　田原市観光まち

づくり実践塾）、文化団体のガイドによる田原まつりへの地域外からの参加を検証するモニターツアー　日帰りツアーを２回実施。（R6　田原市文化遺産地域
活性化実行委員会）
まずは、令和６年度に策定した「地域ＤＭＯ法人㈱田原観光情報サービスセンターにおける安定的な財源確保のための計画」で実施する事業として定めた2
事業（事業2 田原市を売る旅行業の展開、事業3 地域密着型コンサルタントの展開）を推進することで、インバウンドの増加を目指す。

持続可能な観光の取組の実績について、ご記入ください。（例：観光客のマナー違反対策、事前予約制や混雑状況の可視化、ゴミの削減や環境に配慮したコ
ンテンツ開発、観光客増加による影響に関する住民向け説明会　等）

ベスト・ツーリズム・ビレッジ
としての認証

【選択】

その他、持続可能な観光に関する認証制度等
（自由記述）

取得していない いずれも受けていない

持続可能な観光に関する国際的な認証・表彰の取得状況について

戦略の策定状況、ＫＰＩの達成状況、ＰＤＣＡの実施状況について毎年評価・分析した資料を作成し、書面により関係者に共有した実績についてご記入くださ
い。
　※ＰＤＣＡの実施については、評価・分析に基づいて、必要に応じて計画の見直しを行った場合は、その具体例も記入すること。
　※実際に共有を行った資料を添付すること。

各定例会議で、ＫＰＩの達成状況、ＰＤＣＡの実施状況の共有をしているが、年次のきちんとした資料の作成・共有は行ってこなかった。今後は、書面資料を作
成し、共有・保存するようにする。

日本版持続可能な観光ガイド
ライン（JSTS-D）ロゴマーク

【選択】

グリーン・ディスティネーションズ
による認証・表彰【選択】

※複数で表彰された場合は最上
位の表彰を選択

デジタル化やDXを推進するための取組の実績について、ご記入ください。
（例：CRM、DMPの導入、地域内の宿泊施設へのPMS導入支援、MaaSによる二次交通の利便性向上　等）

地域DMO法人としての取組の実績はないが、実施可能な補助事業の活用検討等を随時行っていく。

認証を受けていない 　ＣＭＯが研修を受講した



　【関連する点検項目】
　〔３〕Ⅳ．戦略を踏まえ、観光資源の磨き上げや地域が観光客に提供するサービスの品質管理・向上・評価が実施される仕組みや体制が構築されている

　【関連する点検項目】
　〔３〕Ⅰ．地域社会とのコミュニケーションを確保するために、地域住民を含めた関係者に対して、観光地域づくりに関する意識啓発・参画促進のための取
組を実施している（広域連携ＤＭＯ及び単独都府県の地域連携ＤＭＯを除く）

　【関連する点検項目】
　〔３〕Ⅱ．上記〔３〕Ⅰとして、ＤＭＯにおいて自らの活動の意義・内容・成果、ＫＰＩの達成状況や観光地域づくりの取組による地域経済・社会の変化の分析
結果等を記載した資料を作成し、書面により関係者に説明・共有している

　【関連する点検項目】
　〔３〕Ⅲ．戦略の共有を行う際には、その戦略に照らして、地域の多様な関係者が参画し、ＤＭＯが主導する合意形成の場において、地域における取組の
不足や重複等の調整を定期的に行っている

観光資源の磨き上げや受入環境の整備等の着地整備の取組の実績について、ご記入ください。
（例：着地型旅行商品の造成・販売、域内交通を含む交通アクセスの整備に係る調整、多言語表記　等）

○令和 3 年度
　（1）観光庁事業「地域資源の磨き上げを通じて域内連携促進に向けた実証事業」
○令和 4 年度
　（1）観光庁事業「地域独自の観光資源を活用した地域の稼げる看板商品の創出事業」
　（2）田原市文化遺産地域活性化実行委員会として、文化庁地域文化財総合活用推進事業事業
　　　（1．渥美半島おもてなしガイド養成事業、2．渥美半島文化遺産スタンプラリー、3．凧の学校はやぶさ運営事業、4．田原凧・祝い舞うプロジェクト
　　　　5．モニターツアーの実施・アンケート）
○令和 5 年度
　（1）田原市文化遺産地域活性化実行委員会として、文化庁地域文化財総合活用推進事業事業
　　　（1.渥美半島おもてなしガイド養成事業、2.渥美窯講習会、3.次世代継承事業「凧の学校はやぶさ運営事業」、4.渥美半島文化遺産スタンプラリー
　　　　5.田原凧・祝い舞うプロジェクト、6.子ども凧まつり開催事業、7.渥美窯展示会・講演会）
　（2）田原市農泊推進協議会として農林水産省の農山漁村振興交付金
　　　（1.アンケート企画・実施・集計・分析、2.田原市農泊推進協議会専用WEBサイト構築、3.個人型農泊プラン作成、
　　　　4.貝食文化を海外へ情報発信するためのパンフレット作製   SAVOR×JOMON_インバウンド向けリーフレット作成
  　　   5.専門家の指導によるあさりの押し寿司の磨き上げ、商品化、6.中心市街地と近郊の生産者を結びつけるワーキング開催"
　　　　7.中心市街地と近郊の生産者を結びつけるモニターツアーの実施）

地域住民に対する観光地域づくりに関する意識啓発・参画促進のための取組の実績について、ご記入ください。
（例：住民対象のアンケート調査、住民参加型の着地型ツアー、観光教育プログラム　等）

（３）関係者が実施する観光関連事業と戦略の整合性に関する調整・仕組み作り、プロモーション

・田原市商工観光部観光課が実施する事業「田原市観光まちづくり実践塾」に開始以来参画している。令和６年度は田原市から委託を受けて運営を実施、令
和7年度についても受託が内定している。より地域に密着した観光地域づくりに関する意識啓発・参画促進を行っていく。
・田原市文化遺産地域活性化実行委員会（中核法人が（株）田原観光情報サービスセンター）として、令和４年度から継続して「渥美半島おもてなしガイド養成
講座」を開催している。

戦略の共有に照らし合わせて、地域の多様な関係者が参画する合意形成の場において、地域における取組の不足や重複等の調整を行った実績や具体例
について、ご記入ください。

・実績なし

・（株）田原観光情報サービスセンターのＣＦＯである長神利行は、一般社団法人渥美半島観光ビューローの常務理事を令和５年度まで勤め、令和６年度から
は（株）田原観光情報サービスセンターの常務取締役鈴木正直が常務理事を勤めいる。　一般社団法人渥美半島観光ビューローはいわゆる観光協会であ
り、そこに田原市役所をはじめ田原市の観光関係者のほどんどが参画している。　その役員会、理事会、総会、部会等で地域DMO法人として（株）田原観光
情報サービスセンターの事業なども説明共有し、田原市内各観光活動の調整などもしている。

○令和 6 年度
　（1）田原市文化遺産地域活性化実行委員会として、文化庁地域文化財総合活用推進事業事業
　　　（1.渥美半島おもてなしガイド養成事業、2.渥美窯講習会、3.次世代継承事業「凧の学校はやぶさ運営事業」、4.渥美半島文化遺産スタンプラリー
　　　　5.田原凧・祝い舞うプロジェクト、6.子ども凧まつり開催事業、7.田原凧の絵本製作事業、8.田原祭り普及啓発事業 ）
　　　　2024．7．28、10．19、11．2、12．14地域の文化財ガイドの要請として、渥美半島おもてなしガイド養成講座（R6　田原市文化遺産地域活性化実行委員
会）を開催。
　　　　2024．9．14/15田原まつりへの地域外からの参加を検証するモニターツアーの実施。日帰りツアーを２回。
　（2）田原市農泊推進協議会として農林水産省の農山漁村振興交付金
　　　（1.訪日外国人を対象とした農泊モニターツアーの実施、2.農泊用WEBサイトの多言語化、3．インバウンド用PR配信映像作成、
　　　　4．魚貝の押し寿司のPR活動、5.農泊商品の販売促進・PR、6．魚貝の押し寿司のブラッシュアップ事業）
　（3）　(株)田原観光情報サービスセンターとして観光庁「世界に誇る観光地を形成するためのＤＭＯ体制整備」
　　　（「地域ＤＭＯ法人㈱田原観光情報サービスセンターにおける安定的な財源確保のための計画」を策定。）
　（4）(株)田原観光情報サービスセンターとして愛知県「～あいち「ツウ」リズム推進事業～食を含んだ高付加価値コンテンツの提供事業者に対する広告等支
援事業」
　　　（1．渥美半島冬のローカルツアー）
　（5）(株)田原観光情報サービスセンター・渥美商工会として田原市田原市観光事業者等提案事業」に応募し、採択を受け実施。
　　　（1．田原ブランド認定品を使った地域食材のＰＲ）

ＤＭＯの活動の意義・内容・成果、ＫＰＩの達成状況やＤＭＯの取組による地域経済・社会の変化の分析結果等を記載した資料を作成し、書面により地域住民
も含めた関係者に対して説明・共有を行った実績について、ご記入ください。
（例：地域住民向け説明会、DMOの取組を紹介する広報誌・アニュアルレポートの作成　等）
　※実際に説明・共有を行った資料も添付すること。



・田原市における宿泊と体験プログラムが一元的に予約手配できる域内ＯＴＡ的なシステム・ＷＥＢサイトを構築し、運営を開始している。　運営開始に当たっ
ては（株）田原観光情報サービスセンターの職員が各宿泊事業者を回って、使い方の研修を実施。
・渥美半島おもてなしガイド養成講座（令和３年～）、田原市観光まちづくり実践塾（令和6年）を継続開催し、地域に根ざした知識や技術取得の研修を行って
いる。

観光客に提供するサービスの品質管理・向上・評価が実施される仕組みや体制のための取組の実績について、ご記入ください。
（例：品質保証制度、OTAの活用、人材育成研修、CRMによるマーケティング　等）



　

（４）安定的な運営資金の確保

※１　地域サイトにおいて、地域内の主要な各エリアの情報を1つ以上掲載している状態を指す。
※２　地域サイトにおいて、※1の主要な各エリアにおける各情報（①宿泊、②体験・アクティビティ、③飲食）をそれぞれ1つ以上掲載している状態を指す。
※３　ＯＴＡ等の該当施設等の予約画面まで直接遷移するリンクを掲載している状態を指す。
　　　 ＯＴＡ等のリンクを掲載するのみで当該施設の予約画面まで直接遷移しないものは含まないこととする。
※４　戦略においてターゲットと設定している国の言語対応を指す。
※５　ターゲットに即した言語で自地域のウェブサイト内で予約から決済まで一気通貫に行える状態、又は、その国の旅行者が主に使用しているOTA等の該当施設等の予約画面まで直
接遷移するリンクを掲載している状態を指す。

　【関連する点検項目】
　〔３〕Ⅴ．情報発信・プロモーションについては、戦略に基づいて、ＤＭＯ及び地域の多様な関係者が協働し、一元的かつ効率的に行っている

行政からの支出による財源が過半を占めていない。

運営資金のうち行政からの支出による財源が過半を占めている場合は、自主財源の確保について関係自治体と共に検討を行ってきた実績や協議内容につ
いてご記入ください。
　※自主財源の確保に向けて、具体的な行動計画を策定していれば、その内容についても触れること。

株式会社田原観光情報サービスセンターは、その主業が田原市内の３つの道の駅の指定管理業務である。この指定管理業務により、コロナ禍時期も含めて
経常黒字を維持している。3つのうちの2つの道の駅の指定管理業務では、田原市からの指定管理報酬もない。　運営資金面では、自主財源を持ち比較的安
定的な環境にあるといえる。　ただし、地域DMO法人としてより高度な事業を効率的かつ継続的に実施していくには、DMO部門だけに特化した専門人材の確
保が必須。令和6年度に策定した「地域ＤＭＯ法人㈱田原観光情報サービスセンターにおける安定的な財源確保のための計画」に基づき、運営を安定させて
いく。

自主財源（特定財源、自治体からの受託事業（指定管理者制度、ふるさと納税等）、収益事業（旅行商品の造成・販売等）、会費等）の更なる確保に向けた今
後の見通しについて、ご記入ください。

　【関連する点検項目】
　〔５〕Ⅰ．安定的かつ多様な運営資金を確保する手段として、特定財源（宿泊税・入湯税等の地方税、負担金）、自治体からの受託事業、収益事業、会費
等が考えられるが、これらの財源を確保できる見通しがある

・一般的な情報は、いわゆる観光協会である一般社団法人渥美半島観光ビューローが担い、地域DMO法人である（株）田原観光情報サービスセンターは主
に対旅行業者へのＰＲ・営業活動をになっている。

一元的かつ効率的に情報発信・プロモーションを実行するための、ＤＭＯと地域の多様な関係者（自治体・民間事業者等）との役割分担について、ご記入くだ
さい。

情報発信・プロモーションに係る取組の実績について、ご記入ください。
（例：ワンストップ窓口の整備、ターゲット別のプロモーション方針の作成、SNS発信、観光案内所のサービス維持・向上、トップセールス　等）

・（株）田原観光情報サービスセンターが受託運営している田原市内（渥美半島内）道の駅では、すべての駅で観光案内機能を有し、インスタグラムも3館それ
ぞれで運営、情報発信を行っている。あかばねロコステーションインスタグラムでは、GoogleMapと連携することでMEO（マップエンジン最適化）対策を実施。
・主に旅行業者を対象とする商談会等に積極的に参加し、すぐに旅行商品となるような形でのタリフ等の配布・説明を行っている。
・令和7年度より、市観光課所管「観光博覧会　たはら巡り～な」の広報・事務の一部をDMOとして受託。

ＤＭＯが運営・管理を行っている地域サイトについて（ない場合は「なし」と記入）

https://tahara-michinoeki.com/

上記地域サイトが以下に該当する場合はチェックをつけてください。

(a)地域全体を包括している※１ (b)宿泊、体験・アクティビティ、飲食に係る情報を

掲載している※２

(c)宿泊及び体験・アクティビティについて、サイト
内で予約から決済まで一気通貫に行える状態に
なっている

(d)宿泊及び体験・アクティビティについて、他予
約サイトへ遷移した上で予約・決済が可能な状

態になっている※３

(e)ターゲットに即した言語※４で(a)、(b)、を満たし
ている

(f)ターゲットに即した言語で、宿泊及び体験・ア
クティビティについて、サイト内或いは他予約サ
イトへ遷移した上で予約・決済が可能な状態に

なっている※５

　【関連する点検項目】
　〔５〕Ⅱ．運営資金のうち、行政からの支出による財源（補助金等）が過半を占めている場合は、自主財源の確保について関係自治体と共に具体的な検
討が行われている

https://tahara-michinoeki.com/
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有

有検証結果の公表の有無（有の場合） 公表方法（有の場合）会議録の作成、配布。

検証方法（有の場合）

外部組織等の参画者（有の場合） 田原市（商工観光部長　観光課長　観光課課長補佐）

４．次年度（次期）の事業計画の概要

※外部組織等によるＤＭＯの事業や予算に対する検証の仕組みについて

地域DMO法人である株式会社田原観光情報サービスセンターは、毎年５月に株主総会を開催している。株主総会
に先立ち取締役会を開催し、決算・予算・事業内容について精査を行うが、その場には田原市（商工観光部）幹部
職員が立ち合い検証を行っている。

（例）毎年5月

■DMO法人本体として
・「改正ガイドライン」に対応した体制整備（観光地経営戦略策定・DX推進の準備）
・田原市観光まちづくり実践塾の受託運営（田原市からの受託）
・あいち観光まちづくりゼミ（愛知県主催）に参加
■田原市農泊推進協議会として（DMO法人は中核法人・事務局として主導）
1　ターゲットを絞ったインバウンド策の展開
（1）鳥羽・伊勢志摩地域からのインバウンド誘致（モデルルート造成/PR）
（2）名古屋圏からのインバウンド誘致（ツアー造成/OTA掲載）
2  消費者に刺さる農泊コンテンツの整備
（1）消費者に刺さる農泊コンテンツの整備
（2）農泊アンケート調査（インバウンド）
■田原市文化遺産地域活性化実行委員会として（DMO法人は中核法人・事務局として主導）
・渥美半島おもてなしガイド養成事業）
・渥美窯から学ぶ作陶プロジェクト渥美窯講習会事業
・凧の学校はやぶさ 夏休み凧の教室開催事業　８日間
・渥美半島文化遺産スタンプラリー
・田原市民まつりへの出展
・田原まつり会館の周知も目的とした田原凧の普及イベントの開催
・子ども凧まつり開催事業
・田原まつり散策マップ制作、外部参加者用法被の制作

外部組織等による検証の有無 検証時期（有の場合）

（５）その他特記事項

※上記以外の項目で、特徴的と思われる取組内容がありましたらご記入ください。


